
地方公共団体情報システムにおける
文字要件の運用に関する検討会（第７回）

日時：2024年1月30日（火）15:00～17:00
開催方法：全国町村会館・オンライン

資料
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議事

１．第６回検討会振り返り・負担軽減措置について

２．実証事業中間報告について

３．文字要件の改定について

４．その他
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（１）第６回検討会振り返り・負担軽減措置について
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第６回検討会振り返り・負担軽減措置について
基本フォントファイルの提供について

標準準拠システムへの移行期限までに複数フォントへの対応が困難なベンダに向けて、
行政事務標準文字のうち、文字情報基盤文字から標準準拠システムにおいて使用が見込
まれない文字を除く等した基本フォントファイルをデジタル庁において整備し、令和６
年度上半期を目途に提供する

基本フォントファイルについては、半角英数字等を等幅化したものを作成予定

IVS対応について一般社団法人文字情報技術促進協議会のご協力のもと次の対策を実施

文字情報基盤文字のうちIVS等に割り当てられた字形はPUP領域に割り当て、後方互換PUPと定義して、未対応の
実装であっても平易に取り扱えるようにする
混乱を招かないよう後方互換PUPと暫定利用のPUP※のコードポイントは重複しないよう配慮
PUP領域を利用したデータは当該システム外では流通させないことを前提として、連携においてはUCS及び暫定
利用PUP形式でデータ交換することを原則とする

※行政事務標準文字のうち国際標準化がされていない文字について完了するまでの間に暫定的に使用するPUP
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（２）実証事業中間報告について
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１．同定支援ツール実証事業の目的
令和5年10月に策定された「地方公共団体情報システムデータ要件・連携要件標準

仕様書【第3.0 版】」の2.3「文字要件」において「デジタル庁は、関係機関との連携
の下、文字フォントや同定支援ツール及び代替マップの管理運用の環境を整備し、全
体としてより効率的なシステム構築や運用を行うための取組に積極的に協力をする事
業者や市区町村と段階的に実証することとする。」としている。

今回、実証事業を行うことで、同定支援ツールの精度向上（β版⇒1.0版）及び同定
できない文字の取扱検討・手順書の策定を行うことを目的としている。
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２．同定支援ツールの概要
同定支援ツールは、文字字形を入力すると行政事務標準文字（以下「MJ＋」とい

う。）を辿り、MJ＋の字形（漢字・変体仮名）のコード情報を出力する。一方、一
致しなかった字形については、類似度が高いMJ＋の字形（漢字・変体仮名）のコー
ド情報を出力する。
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３．精度向上実証事業の概要と目標

Β版 1.0版実証事業

➀戸籍事業の成果（戸
籍文字⇒MJ+）を学習
済み

➁自治体の各システム
使用文字⇒戸籍文字を
学習

戸
籍
シ
ス
テ
ム
で

管
理
す
る
文
字

約
70
万
文
字

約１万

約６万

標
準
化
対
象
事
務

シ
ス
テ
ム
で
管
理
す
る
文
字

➀➁

同定支援ツールの精度向上目標



４．実証事業協力自治体について

協力団体数と収集文字数

協力
自治体

113
自治体

外字情報受領済 113自治体 収集文字数 約300,000文字

外字情報未受領 なし

フォントファイルでの受領 119ファイル※
文字画像ファイルでの受領 3セット※

外字字形受領形式

対象外フラグ

受領ファイル数 97ファイル

文字情報基盤変換表

受領ファイル数 98ファイル
9

団体で複数のファイルの提供有



５．同定支援ツールを活用しても同定できない文字の取扱いについて
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●地方公共団体情報システムにおける文字要件の検討に関するワーキングチーム
（全3回開催予定）

第１回
開催日

令和6年1月10日
議題
・同定できない文字の対応方法の検討についての説明
・同定できない文字のパターン分けフローの検討・確定

●3自治体（京都市、北九州市、久留米市）おける調査
・同定支援ツール（β版）で同定できなかった文字の調査
・改製不適合戸籍に関する調査
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➀（自治体）同定支援ツールで同定できない文字を受取
▼

➁（第1回WT・自治体）同定できない文字の調査（パターン分け）
▼

➂（第2回WT）パターン別対応方法の検討
▼

➃（第3回WT・デジタル庁）パターン別対応マニュアルの作成

６同定できない文字のパターン別対応方法の検討の流れ（概要）
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標準準拠システムで使用されている文
字か。

氏名等*1で使用されている文字か。

氏名等で使用されている文字は、戸籍
システムの文字と同じ字形か*2

はい

はい

いいえ

いいえ

当該自治体にて同定支援ツールで同定できなかった文字

はい

パターン１

パターン２

いいえ

改製不適合戸籍の文字か。

いいえ

いいえ

はい

７ 同定できない文字のパターン分けフロー（イメージ）

現在は制度上使用できない文字か。

パターン3

はい パターン4

パターン5

*2)本籍地と住所地が異なる場合は、
本籍地に問いあわせる

パターン６(その他)

*1)氏名、本籍

対応方法（イメージ）＊

同定不要

個別検討

戸籍(MJ+に同
定)に合わせる

取扱について省
庁間で整理中

正しい文字に職
権修正

個別検討
(上記以外のため)

*1)氏名、本籍
*2)本籍地と住所地が異なる場合は、本籍地に問合わせる［調整中］

＊対応方法については、今後のＷＴでの議論も踏まえて決定する。



８．実証事業における課題及び今後検討が必要な事項
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No. 課題・今後検討が必要な事項 対策案

1 提出いただいた文字情報にベンダ固有文字が含まれ
ているケースがあり、自治体ベンダ間の契約におい
てベンダ固有文字の外部提供が禁じられている場合
がある。

同定支援ツールを周知する際に、自治体で管理をし
ている文字の中にベンダ固有文字が含まれているか
どうかの確認、また含まれている場合は、ベンダ固
有文字の使用できる範囲を確認いただき、当庁に提
供することが使用の範囲を超えてしまう場合はベン
ダ固有文字を除いた形で外字資料を公開サイトに
アップロードいただくよう周知する。

2 対象外フラグについて、実証事業では「対象フラ
グ」を記載されているなどの誤りが散見された。本
番運用においても同様の事象が発生することが考え
られる。

案1. 誤りが発生しないような周知方法の検討、再周
知。
案2.対象外フラグを廃止する。
案１、案２のどちらを採用するか今後検討。

3 一定の期間に処理できる件数（1か月であれば100団
体を見込んでいる）は定まっているため、自治体か
らどのようなスケジュールで外字ファイルをアップ
ロードいただけるかの把握が必要。

受託事業者と協議を行い、運用方法をお示ししてい
く。
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（３）文字要件の改定について
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１．未登録文字について
標準準拠システムにおいて、氏名等に使用できる文字セットについては、行政事務標準文字と定

めているが、フォントの実装については、ベンダの任意としている。
各標準準拠システムにおいてベンダが実装している文字フォントの違いにより、行政事務標準文

字ではあるものの実装されていない文字が連携されてくることが想定される。
例えば、Aシステムで実装しているがBシステムでは実装していない文字が連携してきた場合、受

信側のシステムでなんらか職員が気づく機能が必要となる。

連携

Aシステム

基本フォント
ファイル

鈴木 政

Bシステム

ベンダ
独自フォント

鈴木 政■

【標準オプション機能】
文字フォントに収録されていない文字を連携した際に受け取った側のシステムに
おいてアラート等を表示して注意喚起をするとともに職員が確認・修正等個別に
対応できることとする。
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２．経過措置期間中の連携について 1/2
現行規定：各システムは外字を保持することが可能、連携はMJ＋

介護等システム住記システム
住記DB 

（外字保持） 

AbBB

連携ファイル
（MJ＋） 

U+00016D 
変換

介護等DB 
（外字保持） 

ABbB

連携ファイル
（MJ＋） 

U+00016D 

MJ＋

邊
邉
辺

辺

従来の
文字セット MJ＋

変換 邊
邉
辺

辺

従来の
文字セット

逆変換

MJ＋

N ： １ １ ： N

逆変換

どの文字に戻すの
か特定できない場
合がある。

連携先が経過措置で外字を保持していた場合

変換イメージ
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２．経過措置期間中の連携について 2/2

改定案：標準準拠システム間が従来の文字セットを利用する場合は、従来の文字コードでの連携も可能
とする。ただし、この場合も任意のタイミングで氏名等※はMJ＋、氏名等以外はMJ＋又はJISX0213
で連携ファイルとして出力できることとする。

MJ＋

従来の
文字フォント

MJ＋
データ データ

任意のタイミング

介護等システム住記システム
住記DB 

（外字保持） 

AbBB

出力ファイル
（MJ＋） 

U+00016D 

変換

介護等DB 
（外字保持） 

ABbB

出力ファイル
（MJ＋） 

U+00016D 

変換
MJ＋

又は
帳票 帳票

従来の
文字コード

従来の
文字フォント

任意のタイミング

氏名等：氏名／旧氏／通称、世帯主の氏名、本籍、筆頭者及び住所／方書（左記の情報を基に記録される他の項目も含む。）


